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　労働保険とは、労働者災害補償保険（労災保
険）と雇用保険の総称です。
　保険料の納付手続き等は通常、両方の保険を合
わせて、「労働保険料」として行ないます。
　ただし、労災保険料は全額事業主負担とされて
いますので、給与からの控除はありません。雇用
保険料は、被保険者負担がありますので、毎月の
給与から雇用保険料を控除します。
　また、労働保険料は、年度当初に概算保険料を
前払いし、年度終了後に確定保険料として精算す
ることになっており、概算保険料・確定保険料の
申告・納付（年度更新）の手続きが必要です。

Ⅰ給与と賞与からの雇用保険料の控除

●1 雇用保険料の算定

　雇用保険料の被保険者負担分は、健康保険料や
厚生年金保険料とは異なり、時間外労働手当等に
よって毎月の給与の額が変動すれば、保険料の額
も変動します。
　雇用保険料は、賃金額に雇用保険料率（被保険
者負担分）を乗じて算定します（図表１）。
　その際に注意しなければならないのは、業種
（事業の種類）によって保険料率が異なるという
ことです。
　具体的には、「一般の事業｣ の場合は、賃金額
に1,000分の３（令和４年10月以降は1,000分の５）

Ⅰ給与と賞与からの雇用保険料の控除

を乗じ、「農林水産業・清酒製造業・建設業」の
場合は、賃金額に1,000分の４（令和４年10月以降
は1,000分の６）を乗じて保険料を算定します。
　なお、令和５年度分の雇用保険料率は、令和５
年１月頃に厚生労働省より告示されますので、別
途確認してください。

●2 雇用保険料の免除

　高年齢労働者（保険年度の初日において64歳以
上の人）の雇用保険料の免除は、令和元年度をも
って廃止されましたので､ 現在、免除対象者はあ
りません。

毎月の給与と賞与からの
労働保険料の徴収と保険料申告事務

図表１　雇用保険料率（令和４年度分）
令和４年４月～９月

事業の種類 雇用保険料率 事業主負担分 被保険者
負担分

一般の事業 9.5/1,000 6.5/1,000 3/1,000
農林水産業・
清酒製造業 11.5/1,000 7.5/1,000 4/1,000

建設業 12.5/1,000 8.5/1,000 4/1,000

令和４年10月～令和５年３月

事業の種類 雇用保険料率 事業主負担分 被保険者
負担分

一般の事業 13.5/1,000 8.5/1,000 5/1,000
農林水産業・
清酒製造業 15.5/1,000 9.5/1,000 6/1,000

建設業 16.5/1,000 10.5/1,000 6/1,000

令和４年度は、前半（令和４年４月～９月）と後半（令
和４年10月～令和５年３月）で保険料率が異なるため注
意が必要です。
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Ⅱ 労働保険の年度更新手続き

　労働保険料（労災保険料・雇用保険料）は、会
社が１保険年度（４月１日から翌年３月31日）分
を年度当初に概算払いし、翌年度当初に精算しま
す。この手続きを「年度更新」と呼びます。
　具体的には、毎年６月１日から７月10日までの
間に、前年度分の確定保険料の申告・納付（精
算）と、新年度分の概算保険料の申告・納付を同
時に行ないます。被保険者分についても概算払い
をし、給与や賞与を支払う都度、会社が被保険者
分を徴収します。
　労働保険料の申告・納付は、「労働保険概算・
増加概算・確定保険料申告書」を作成し、これに
保険料を添えて、一般的には金融機関を通じて行
ないます。申告書の様式と記載例は181㌻のとお
りです。

　　　

Ⅲ 労働保険料の算定

●1 労働保険料

　労働保険料は、その年度分の保険料算定の基礎
となる賃金額に保険料率を乗じて計算します。
　労災保険料の算定基礎となる賃金と雇用保険料
の算定基礎となる賃金が同額である場合には、例
年は労働保険料として一括して算出しています
が、令和４年度分は、年度の途中で雇用保険料が

Ⅲ 労働保険料の算定

●3 賃金額の算定

　雇用保険は、社会保険と異なり、標準報酬とい
う考え方はとっていません。そのため、毎月の給
与計算や賞与計算の際に、その都度対象となる賃
金額に基づいて保険料を計算します。その際、保
険料の算定の基礎となる賃金額に含まれるものと
含まれないものがあります。
　労働保険料の算定基礎となる賃金とならない賃
金は、図表２のとおりです。
　社会保険とは微妙に異なっていますが、所得税
が非課税とされる通勤手当を含めて、給与、賞与
として会社から支給されるものは、ほとんどが賃
金額に含まれます。

図表２　 労働保険料の算定基礎賃金（例示）

賃
金
額
に
算
入
す
る
も
の

基本給・固定給等の基本賃金、超過勤務手当・
深夜手当・休日手当等、扶養手当・子供手当・
家族手当等、宿・日直手当、役職手当・管理職
手当等、地域手当、住宅手当、教育手当、単身
赴任手当、技能手当、特殊作業手当、奨励手当、
物価手当、調整手当、賞与、通勤手当、休業手
当、定期券・回数券等、創立記念日等の祝金（恩
恵的なものでなく、かつ、全労働者または相当
多数に支給される場合）、チップ（奉仕料の配分
として事業主から受けるもの）、雇用保険料その
他社会保険料（労働者の負担分を事業主が負担
する場合）、住居の利益（社宅等の貸与を行なっ
ている場合のうち、貸与を受けない者に対し、
均衡上、住宅手当を支給する場合）

賃
金
額
に
算
入
し
な
い
も
の

休業補償費、退職金、結婚祝金、死亡弔慰金、
災害見舞金、増資記念品代、私傷病見舞金、解
雇予告手当（労働基準法20条の規定に基づくも
の）、年功慰労金、出張旅費・宿泊費等（実費弁
償的なもの）、制服、会社が全額負担する生命保
険の掛金、財産形成貯蓄のため事業主が負担す
る奨励金等（労働者が行なう財産形成貯蓄を奨
励・援助するため事業主が労働者に対して支払
う一定の率または額の奨励金等）、住居の利益
（一部の社員に社宅等の貸与を行なっているが、
他の者に対し、均衝給与を支給しない場合）

X1年度

（X1年度）
確定保険料
↓
精算

X2年度

　　年度更新手続き

（X2年度）
概算保険料
↓
前払い

 4/1 3/31 4/1  　　3/31
　 ▼▼ ▼▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼
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の100分の50以上100分の200以下である場合には、
前年度の賃金総額をそのまま用います。
　概算保険料・雇用保険分の算定について、例年
は「（年度分の）賃金額」×「雇用保険料率」で
算定することになりますが、令和４年度は年度の
途中で雇用保険料率が変更となるため、前期６か
月分の雇用保険料＝「前期６か月分の賃金額」×
「前期の雇用保険料率」と後期６か月分の雇用保
険料＝「後期６か月分の賃金額」×「後期の雇用
保険料率」を合算して算定することになります。
前期、後期それぞれの賃金額は、年度分の賃金額
の２分の１の金額（千円未満の端数が生じる場合
には、前期分は切り上げ、後期分は切り捨て）と
します（次㌻図表３）。
　具体的には、算定基礎賃金集計表に「概算保険
料（雇用保険分）算定内訳」欄が設けられました
ので、その欄で計算した金額を保険料申告書に転
記することになります。
　労災保険料率（令和３年度から変更はありませ
ん）は印字されていますが、雇用保険料率は年度
の途中で変更となるため、印字されていません
（記入することもありません）。

●5 労災保険と雇用保険の料率

　労災保険の保険料率は、事業の種類に応じた労
災事故の危険度により、2.5/1,000から88/1,000の
範囲で定められています（190・191㌻付表を参照
してください）。
　雇用保険の保険料率は、事業の種類に応じて
176㌻図表１のとおりです。

●6 一般拠出金

　「石綿による健康被害の救済に関する法律」に
より、石綿（アスベスト）健康被害救済のための
一般拠出金の申告・納付が必要です。
　労災適用事業所の全事業主が対象で、労働保険
料と合わせて申告・納付します。
　一般拠出金率は一律0.02/1,000、確定納付のみ
の手続きで、概算納付はありません。また、全額
事業主負担ですから、給与から控除することはあ

変更となるため、別々に算出します。また、労災
保険料の算定基礎となる賃金と雇用保険料の算定
基礎となる賃金が異なる場合も、労災保険料と雇
用保険料を別々に算定して合計します。

●2 労災保険の適用対象

　労災保険の対象者は、雇用保険の被保険者より
も範囲が広く、労働者であれば勤務日数や勤務時
間にかかわらず、アルバイトやパートタイマーも
含めて対象者になります。
　ただし、社長などの役員は、原則として対象者
になりません。
　なお、労災保険の保険料は、全額事業主負担で
あるため、給与からの控除はなく、個々の労働者
の資格取得・喪失手続きも必要ありません。

●3 雇用保険の被保険者

　雇用保険の被保険者については、社会保険と同
様に、２段階でチェックします。
①　第１段階
　第１段階として、事業所単位で、適用事業かど
うかを判定します。
　雇用保険の適用事業とは、労働者が雇用される
事業です。原則として、人数も業種も問いません
が、個人経営の農林・畜産・養蚕・水産業で常時
労働者が５人未満の事業に限り、暫定任意適用事
業となっています。
②　第２段階
　第２段階として、適用事業に雇用される労働者
が、原則として被保険者となります。
　社会保険の場合と異なり、社長などの役員は被
保険者にはなりません。
　アルバイトやパートタイマーについては、週所
定労働時間が20時間以上で、かつ31日以上雇用さ
れる見込みがあれば被保険者となります。

●4 概算保険料の算定

　概算保険料は、１年度分の賃金総額の見込額に
基づいて計算します。
　ただし、賃金総額の見込額が前年度の賃金総額



毎月の給与と賞与からの労働保険料の徴収と保険料申告事務　179

　概算・確定保険料申告書を提出した後、年度の
中途において、事業規模が拡大したことなどによ
って概算保険料の見込額が一定以上増加した場合
には、増加額を増加概算保険料として申告・納付
しなければなりません。
　申告・納付が必要になるのは、賃金総額の見込
額が当初の申告よりも、２倍（100分の200）を超
えて増加し、かつ、その賃金総額の見込額によっ
た場合の概算保険料の額が、すでに申告済みの概
算保険料よりも13万円以上増加する場合です。

Ⅴ 労働保険料の還付

　確定保険料額が申告済みの概算保険料額よりも
少ない場合には、次年度の概算保険料額に充当さ
れます。
　充当してもなお還付が生じる場合には、「労働
保険料・一般拠出金還付請求書」を提出し、還付
を受けることになります。
　還付請求書の様式と記載例は182㌻のとおりで
す。
泫 　以上の事務は令和４年度の雇用保険料の２段
階アップに対応したものですが、令和５年度に
ついては年度途中での変更はないと思われま
す。

Ⅴ 労働保険料の還付

りません。

●7 納付すべき保険料

　納付すべき労働保険料は、「新年度の概算保険
料」に「前年度の確定保険料（精算額）と一般拠
出金」を加減した金額です。
　すなわち、前年度に申告・納付済みの概算保険
料より確定保険料のほうが多い場合には、その不
足額を加算し、前年度に申告・納付済みの概算保
険料より確定保険料のほうが少ない場合には、そ
の超過額を減算（充当）します。
　なお、概算保険料が40万円（労災保険、雇用保
険のどちらか一方のみの適用事業所については20
万円）以上の場合等には、延納（分割納付）する
ことができます。
　その場合には、３期（第１期は７月10日まで、
第２期は10月31日まで、第３期は翌年１月31日ま
で）に分けて、３等分した額を納付します。
　この際、３等分した額に１円未満の端数が生じ
る場合には、第２期分、第３期分の端数は第１期
分に加算します。
　たとえば、保険料が435,565円であるとすると、
第２期分、第３期分はそれぞれ435,565円÷３
=145,188.33…円→145,188円、第１期分は435,565
円－145,188円×２=145,189円となります。

Ⅳ増加概算保険料の
申告・納付Ⅳ増加概算保険料の
申告・納付

図表３　算定基礎賃金集計表「概算保険料（雇用保険分）算定内訳」欄の記入例

概算保険料
（雇用保険分）
算定内訳

①区　分（適用期間）
算定期間　令和４年4月１日から令和５年3月31日

②保険料算定基礎額 ③保険料率 ④概算保険料額

令和４年４月1日
〜

令和４年９月30日
雇用保険分

イ

47,691 千円

ハ1000分の

9.5
ホ

453,064.5千円
令和４年10月1日

〜
令和５年３月31日

雇用保険分
ロ

47,690 千円

ニ1000分の

13.5
ヘ

643,815 千円

合　計 雇用保険分
イ+ロ

95,381
申告書⑫欄ホ  へ転記　千円

ホ+ヘ
1,096,879

申告書⑭欄ホ  へ転記　千円
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【次㌻の概算・増加概算・確定保険料申告書の記載ポイント】

1　その保険年度の賃金額に1,000円未満の端数が生じる場合には、切り捨てます。
2　賃金額に料率を乗じて計算した保険料、一般拠出金額に１円未満の端数が生じる場合には、切
り捨てます。
3　一般拠出金の賃金額は、労災保険分の賃金額をそのまま使用します。
4　概算保険料の賃金額の見込額については、前年度の賃金総額の100分の50以上100分の200以下で
ある場合には、前年度の賃金総額をそのまま使用します。
5　令和４年度は年度の途中で雇用保険料率が変更となるため、算定基礎賃金集計表の「概算保険
料（雇用保険分）算定内訳」欄で計算した概算保険料額（1,096,879円）を転記します。
6　概算保険料が40万円（労災保険、雇用保険のどちらか一方のみの場合には20万円）以上の場合
等には、延納（分割納付）することができます。延納（分割納付）を希望する場合には、その納
付回数「３」を記載します。

7　申告済概算保険料額（1,203,155円）より、確定保険料（1,174,494円）のほうが小さいため、そ
の差額（28,661円）が充当額となります。
　　この充当額について、１：労働保険料のみに充当、２：一般拠出金のみに充当、３：労働保険料
及び一般拠出金に充当、のいずれの方法によるかを選択します。そして、充当意思欄（㉚欄）に
選択結果を番号（１～３）で記載します。
　　労働保険料に充当する場合には、期別納付額（㉒欄）の「労働保険料充当額」欄に、一般拠出
金に充当する場合には、期別納付額（㉒欄）の「一般拠出金充当額」欄に、充当額を記載します。
8　概算保険料（1,412,944円）を納付回数「３」で割ると、1,412,944円÷３＝470,981.33…円となる
ため、第２期と第３期は１円未満を切り捨てた470,981円、第１期は1,412,944円－470,981円×２＝
470,982円となります。
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